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医療介護連携・認知症施策等の推進 

介護給付の適正化の推進（川崎市介護給付適正化計画） 
・要介護認定の適正化 ・ケアプラン点検など主要５事業 

●要介護高齢者への介護支援のためのサービス 
紙おむつ等の介護用品の給付  寝具乾燥事業  高齢者住宅改造費助成事業  
養護老人緊急一時入所事業  高齢者等短期入所ベッド確保事業  在宅福祉サービス緊急措置事業 

●生活支援を必要とする在宅高齢者を支えるサービス 
訪問理美容サービス事業  外出支援サービス事業（おでかけGO!）  福祉有償運送事業 
障害者・高齢者等歯科診療事業  地域の一般歯科診療所を対象とした対応力向上研修補助事業 

●ひとり暮らし高齢者等を支えるためのサービス 
●高齢者の自己選択を支援するための取組 

介護サービス情報の公表  川崎市生活支援サービス等の情報の公表 
介護サービスや高齢者福祉施策などの周知 
ケアマネジャー等の専門職による「高齢者の自己選択の支援」に向けた取組 
介護相談員派遣事業  相談・介護サービス事業所への苦情対応の仕組み 

ⅱ）地域密着型サービスの取組強化 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備 
小規模多機能型居宅介護の整備  看護小規模多機能型居宅介護の整備 
認知症高齢者グループホーム利用者に対するサービス強化 

ⅲ）かわさき健幸福寿プロジェクトの推進 

ⅳ）介護人材の確保と定着の支援 
川崎市福祉人材バンクの取組  若年層等への介護職のイメージアップ 
かわさき暮らしサポーター養成研修 
就職相談会  介護資格取得者への一部受講料補助 
シニア層など多様な人材確保  潜在的有資格者の掘り起こし 
介護人材マッチング・定着支援事業  外国人介護人材の活用 
メンタルヘルス相談窓口  介護ロボット等の普及・啓発 
川崎市総合研修センターの取組 
訪問看護師養成講習会  介護職員によるたんの吸引等研修 

ⅴ）ウェルフェアイノベーションとの連携 

取組 Ⅳ 

ⅰ）在宅医療・介護連携の推進 
川崎市在宅療養推進協議会における協議 

在宅療養における多職種連携ルール・ツールの普及・活用 

・在宅療養連携ノート ・在宅医療・介護多職種連携マニュアル 

・医療資源ガイドブック 

「在宅チーム医療を担う地域リーダー研修」による人材育成 

効果的・効率的な多職種連携の推進（ICT活用の検討） 

在宅療養調整医師の配置  区を単位とした在宅医療推進に向けた取組 

川崎市在宅医療サポートセンターの運営  介護職向け医療・介護連携研修の実施 

リハビリテーション体制の検討  看取りの提供体制の検討 

円滑な退院支援のための取組の推進 

急変時の対応における関係機関の連携構築  在宅医療の普及・啓発 

かかりつけ医等の普及・啓発  地域医療構想の概要 

ⅱ）認知症施策等の推進 
●認知症に関する知識の市民への普及 

認知症サポーター養成講座  認知症サポーターのフォローアップ 

認知症キャラバン・メイト養成研修 

川崎市認知症キャラバン・メイト連絡協議会  認知症に関するイベント等の実施 

認知症アクションガイドブック（認知症ケアパス） 

●認知症の人（本人）や家族の視点の重視 
認知症の人の視点に立った認知症の理解を深める取組の実施  本人会議の推進 

●認知症予防の取組 
軽度認知障害（ＭＣＩ）スクリーニング検査のモデル事業 

●適時・適切な医療・介護等の提供 
認知症疾患医療センターでの取組 

認知症訪問支援チーム（認知症初期集中支援チーム）  認知症地域支援推進員 

高齢者の多様な居住環境の実現 

●介護従事者や医療従事者等に対する認知症の研修等 
認知症介護実践者研修等  認知症サポート医養成研修 
認知症対応力向上研修 

●認知症の人の介護者への支援 
川崎市認知症コールセンター  認知症高齢者介護教室  認知症あんしん生活実践塾 
携帯型緊急通報システム事業  徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク事業 

●地域における認知症施策 
認知症の人の見守りに向けた地域づくりの推進  チームオレンジの整備に向けた取組 
認知症カフェ・地域カフェ等の支援  災害時における認知症の人への支援 
神奈川県警察との協定による支援 

●若年性認知症に対する取組 
若年性認知症者及び家族の支援 

ⅲ）権利擁護体制の推進 
●川崎市あんしんセンター 
●成年後見制度の円滑な運営に向けた取組 

本人を中心とする「チーム」の支援  専門職や関係機関、地域等が連携・協力する「協議会」の設置 
中核機関の設置  市民後見人  成年後見制度利用支援事業  地域包括支援センターにおける相談事業 

●消費者被害の防止 
川崎市消費者行政センターの取組 

●高齢者虐待の防止 
高齢者虐待防止に向けた各種研修  身体拘束廃止に向けた取組 

取組 Ⅴ 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 
●住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

住宅の良質化の促進  断熱化の促進 

住宅改修費の支給  福祉用具の貸与・購入費の支給 

川崎市マンション段差解消工事等費用助成制度 

住まいアドバイザー派遣制度 

●自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 
●高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

サービス付き高齢者向け住宅  高齢者向け優良賃貸住宅 

シルバーハウジング  福祉住宅 
認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 
軽費老人ホーム ・ケアハウス ・都市型軽費老人ホーム 
養護老人ホーム 
有料老人ホーム ・介護付有料老人ホーム ・住宅型有料老人ホーム 
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）  介護老人保健施設 

介護療養型医療施設  介護医療院 

●円滑な住み替え支援 
高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 

「高齢期の住まいガイド」による周知 

住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発  地域で住み続けるための「高齢者向け住宅」の検討 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 
特別養護老人ホーム  介護老人保健施設 
介護療養型医療施設  介護医療院 
認知症高齢者グループホーム  介護付有料老人ホーム 
住宅型有料老人ホーム 

●介護離職ゼロに向けた取組 

●災害及び感染症に対する備えに向けた取組 
長寿命化の取組推進  老朽化施設の建替え支援 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 
川崎市居住支援協議会  川崎市居住支援制度 

生活にお困りの方の相談・支援 

民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 

市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 

市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

介護人材の不足感 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの実施結果（改善率） 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの実施結果（維持率） 

かわさき健幸福寿プロジェ
クトの参加事業所数 

認知症サポーター養成者数 

在宅チーム医療を担う人材 
育成研修の受講者数 

認知症高齢者グループホーム 
の整備数 

特別養護老人ホームの整備数 

主な地域密着型サービスの 
延べ利用者数 
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２ （仮称）地域包括ケア圏域（日常生活圏域）について 

地域包括ケアシステムは、市町村が地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に

応じて作り上げていく必要があります。 

本市における地域の特性等については、地理的条件、人口分布、交通事情の観点か

ら、主に次のような整理を行いました。 

○本市は、神奈川県の北東部に位置し、北は多摩川を挟んで東京都に、南は横浜市

にそれぞれ隣接し、政令指定都市の中では最も面積が小さく、南東から北西にわ

たる細長い地形です（地理的条件）。 

○本市の人口密度、高齢者人口密度は高く、南高北低の傾向があります。また、中

原区では武蔵小杉周辺の再開発に伴い、若い世代の人口流入が続き、急激な人口

増加と地域コミュニティの構造変化が見られる一方、川崎区、幸区、宮前区、麻

生区では高齢化率が22%を超えています（人口分布）。 

○東京を中心とした放射状の交通網が多数存在し、市域を横断している一方、市域

を縦貫する交通網は、旅客鉄道はＪＲ南武線、道路網は国道 409 号線（府中街

道）をはじめ３路線があります。また、羽田空港から鉄道で十数分の距離にあり、

成田空港からも市内の武蔵小杉駅まで鉄道で直接接続しており、国内外へのアク

セスが大変良好です（交通事情）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本市における人口３万人（中学校区程度のエリア）の生活イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市は、地理的条件、交通事情などからみるとコンパクトな都市といえます。その

ため、これまで、人口分布や介護基盤の整備状況などを総合的に勘案して、行政区の

７か所を「日常生活圏域★」とするとともに、地域包括支援センターを設置している

中学校区程度を「地域ケア圏域」として概念的に設定し、地域づくりの単位としてき

ました。 

本市においては、高齢者に限定せず、すべての住民を対象とした地域包括ケアシス

テム構築をめざしており、身近な地域において、相談や居場所など、地域の課題に公

的に対応し、地域づくりを進めるため、地区社会福祉協議会との更なる連携も見据え、

これまでの「地域ケア圏域」を改めて、「（仮称）地域包括ケア圏域」とします。また、

この「（仮称）地域包括ケア圏域」については、介護保険制度上での日常生活圏域とし

て位置付けることとします。 

また、この「（仮称）地域包括ケア圏域」ごとに、統計的な情報や地域資源情報等を

まとめた「地区カルテ」を各区において作成し、「地域みまもり支援センター（福祉事

務所・保健所支所）」を中心に地域マネジメントを進め、互助を支える仕組みづくりを

推進します。 

こうした取組を通じて、第８期計画では、「（仮称）地域包括ケア圏域（日常生活圏

域）」と「行政区」のより一層の連携を踏まえながら、介護サービス基盤については、

圏域に限定せず整備をすることで、高齢者施策の充実を図ります。 

：主要道路 

：鉄道路線 

南武線 京王相模原線 

小田急小田原線 
東急東横線 

京浜急行線 

羽田空港 

川崎区 

幸区 

中原区 
宮前区 

多摩区 

高津区 

麻生区 
東海道線 

京浜東北線 

東海道新幹線 

東京都 

横浜市 

国道 1 号 

第三京浜道路 

東名高速道路 

国道 246 号 

府中街道 

小田急多摩線 

東急田園都市線 

日常生活圏域 

高齢者が自宅から概ね30分以内に駆けつけられる日常生活の場を単位として設定され

る範囲のことをいいます。 

国は、市町村が地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サー

ビスを提供するための施設の整備状況などを勘案し、地域の実情に応じた日常生活圏域

を設定するよう定めています。 

スーパー 

病院（0.78 か所） 

郵便局、銀行等 

町内会・自治会（12.7 団体） 

民生委員児童委員（30.2 人） 

ＮＰＯ・ボランティア等 
・ＮＰＯ法人  7.57 法人 

・老人クラブ  8.96 クラブ 

・ふれあい活動支援事業対象団体 2.57 団体 

 （会食・配食・ミニデイ） 

地区社協（0.78 地区社協） 

いこいの家等（0.94 か所） 

いきいきセンター（0.14 か所） 

居宅介護支援事業所（7.53 か所） 

ケアマネジャー人数 20.0 人 

※常勤換算 2.66 人/事業所 

地域包括支援センター 

（0.96 か所）（4.86 人） 

大型店舗 
区役所（0.14 か所） 

みまもり C（保健師 

地区担当約 2.22 人） 

市民館（0.25 か所） 

図書館（0.24 か所） 

特別養護老人ホーム 
（1.12 か所、97.2 床） 
介護老人保健施設 
（0.37 か所、44.7 床） 
介護付き有料老人ホーム 
（146.3 床） 
グループホーム 
（2.51 か所、43.1 床） 

デイサービスセンター 

（2.86 か所） 
高齢者 約 6,100 人（高齢化率 20.3％） 

要支援・要介護認定者 約 1,100 人（18.6％） 

ひとり暮らし高齢者 約 1,100 人 

高齢者夫婦世帯 約 1,100 世帯 

在宅介護高齢者 約 605 人（推定） 

商店街 

診療所（19.4 か所）  

医 療 

介護サービス 

生活資源 

住民組織等 

行政サービス 

訪問看護（1.69 か所） 

コンビニ 

小規模多機能型居宅介護（看護を含む）

（1.25 か所） 

サービス付き高齢者向け住宅 

（0.90 か所、36.2 戸） 

高齢者実態調査（Ｒ１）要支援・
要介護者のうち、サービスを利用
している人（55.0%） 
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